
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　 ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
(2)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産　－　定額法
　 ・無形固定資産　－　残存価額を零とする定額法
   ・リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　　　　リース料総額が300万円以下又はリース期間が１年以内のファイナンスリース取引について
　　　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じている。
(3)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　－　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積もって計
　 上する。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の計算書類(第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)
(2)事業区分別内訳表(第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
(4)公益事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
　当法人では、公益事業を一体的に実施されている社会福祉事業に含めているため、公益事業にお
　ける拠点区分別内訳表は作成していない。
(5)収益事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
(6)各拠点区分におけるサービス区分の内容
　ア　ケアハウス巣子拠点区分（社会福祉事業）
　　　　・ケアハウス巣子
　　　　・特定施設入居者生活介護事業
　　　　・松実会指定居宅介護支援事業
　　　　・松実会指定通所介護事業
　　　　・松実会地域包括支援センター事業
　イ　麗峰苑拠点区分（社会福祉事業）
　　　　・特別養護老人ホーム麗峰苑
　　　　・麗峰苑指定居宅介護支援事業
　ウ　繋松苑拠点区分（社会福祉事業）
　　　　・特別養護老人ホーム繋松苑
　　　　・繋松苑短期入所生活介護事業
　エ　複合型福祉施設拠点区分（社会福祉事業）
　　　　・法人本部
　　　　・小規模多機能型居宅介護事業所おはな
　　　　・住宅型有料老人ホームピースフル滝沢
　　　　・松実会指定訪問介護事業
　オ　不動産賃貸経営拠点区分（収益事業）

計算書類に対する注記(法人全体用)
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別紙１
計算書類に対する注記(法人全体用)

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。                                 
　　　　　　建物 盛岡市繋字猿田1番地37　　鉄骨造陸屋根4階建　　  678,539,713円 
　　　　　　土地 盛岡市繋字猿田1番37　他1筆　　　　　　　　　　　 65,920,890円 
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　744,460,603円 
担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   
　　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）　　　　 　135,635,151円 
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 135,635,151円

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

176,568,603合計

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
167,934,917
8,633,686

176,568,603

0
0
0

未収補助金 8,633,686

66,492,298
96,506,347

1,613,950,952

事業未収金 167,934,917

301,580,063
2,108,320,004合計

1,517,444,605
1,517,444,605

12,873,605
3,321,918

4
13,818,522

3,722,270,956

1,806,739,941
1,806,739,941

16,937,955
59,873,478
7,687,471

137,833,529
79,247,630

29,811,560
63,195,396
7,687,475

151,652,051
145,739,928
398,086,410

車輌運搬具
器具及び備品
有形リース資産

小計

小計
その他の固定資産
建物

取得価額

3,324,184,546
3,324,184,546

構築物

333,692,917
1,517,444,605
3,000,000

1,854,137,522

減価償却累計額 当期末残高

4,059,000

0
76,320,712

0
76,320,712合計

基本財産
建物

1,589,706,317
3,000,000

1,926,399,234

基本財産の種類
土地
建物
定期預金

0
4,059,000

0

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
333,692,917
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別紙１
計算書類に対する注記(法人全体用)

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら
かにするために必要な事項

１．公益事業である【特定施設入居者生活介護事業】【地域包括支援センター事業】は、『「社会
福祉法人会計基準の運用上の取扱い等について」別紙１社会福祉法人会計基準適用上の留意事項
（運用指針）』４（２）アに基づき、当該事業と一体的に実施されている軽費老人ホームケアハウ
ス巣子拠点区分に含めて会計処理をしている。

２．当法人で運営していた『松実会指定訪問介護事業』は、令和8年1月31日をもってサービス提供
　を終了し、令和8年3月31日に事業を廃止した。

3 / 3 ページ



別紙２

 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　 ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
(2)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産　－　定額法
　 ・無形固定資産　－　残存価額を零とする定額法
   ・リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　　　　リース料総額が300万円以下又はリース期間が１年以内のファイナンスリース取引について
　　　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じている。
(3)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　－　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積もって計
　　上する。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)軽費老人ホームケアハウス巣子拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、
第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))
　ア　ケアハウス巣子
　イ　特定施設入居者生活介護事業
　ウ　松実会指定居宅介護支援事業
　エ　松実会指定通所介護事業
　オ　松実会地域包括支援センター事業
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))
　ア　ケアハウス巣子
　イ　特定施設入居者生活介護事業
　ウ　松実会指定居宅介護支援事業
　エ　松実会指定通所介護事業
　オ　松実会地域包括支援センター事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

計算書類に対する注記（軽費老人ホームケアハウス巣子拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物

117,742,700
422,764,549

0
1,562,000

0
16,977,866

117,742,700
407,348,683

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

540,507,249 1,562,000 16,977,866 525,091,383
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別紙２
計算書類に対する注記（軽費老人ホームケアハウス巣子拠点区分用）

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら
かにするために必要な事項

１．公益事業である【特定施設入居者生活介護事業】【地域包括支援センター事業】は、『「社会
福祉法人会計基準の運用上の取扱い等について」別紙１社会福祉法人会計基準適用上の留意事項
（運用指針）』４（２）アに基づき、当該事業と一体的に実施されている軽費老人ホームケアハウ
ス巣子拠点区分に含めて会計処理をしている。

32,877,297
8,633,686
41,510,983

24,585,079
431,933,762

徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

63,411,441
586,187,467

0
0
0

事業未収金
未収補助金

合計

債権額
32,877,297
8,633,686
41,510,983

1,018,121,229

1,589,999
27,432,506
19,427,376

407,348,683
407,348,683

446,888

小計

減価償却累計額 当期末残高

930,124,709
930,124,709

522,776,026
522,776,026

14,961,560
1

2,923,078
21,215,112

87,996,520
合計

取得価額

15,408,448
1,590,000
30,355,584
40,642,488

基本財産
建物

小計
その他の固定資産
構築物
車輌運搬具
器具及び備品
有形リース資産
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別紙２

 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　 ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
(2)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産　－　定額法
　 ・無形固定資産　－　残存価額を零とする定額法
   ・リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　　　　リース料総額が300万円以下又はリース期間が１年以内のファイナンスリース取引について
　　　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じている。
(3)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　－　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積もって計
　　上する。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)麗峰苑拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))
　ア　特別養護老人ホーム麗峰苑
　イ　麗峰苑指定居宅介護支援事業
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))
　ア　特別養護老人ホーム麗峰苑
　イ　麗峰苑指定居宅介護支援事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

351,348,409 0 11,788,209 339,560,200

計算書類に対する注記（介護老人福祉施設麗峰苑拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物

109,791,227
241,557,182

0
0

0
11,788,209

109,791,227
229,768,973

合計

取得価額

163,850
36,364,158
63,567,787
56,241,300

基本財産
建物

小計
その他の固定資産
建物
構築物
器具及び備品
有形リース資産

小計

減価償却累計額 当期末残高

813,102,911
813,102,911

583,333,938
583,333,938

163,849
2,875,026
5,183,883
25,169,164

156,337,095
969,440,006

33,489,132
58,383,904
31,072,136

229,768,973
229,768,973

1

33,228,074
262,997,047

123,109,021
706,442,959

1 / 2 ページ



別紙２
計算書類に対する注記（介護老人福祉施設麗峰苑拠点区分用）

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら
かにするために必要な事項

該当なし

事業未収金
合計

債権額
46,660,842
46,660,842

46,660,842
46,660,842

徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
0
0
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別紙２

 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　 ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
(2)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産　－　定額法
　 ・無形固定資産　－　残存価額を零とする定額法
   ・リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　　　　リース料総額が300万円以下又はリース期間が１年以内のファイナンスリース取引について
　　　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じている。
(3)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　－　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積もって計
　　上する。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)繋松苑拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))
　ア　特別養護老人ホーム繋松苑
　イ　繋松苑短期入所生活介護事業
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))
　ア　特別養護老人ホーム繋松苑
　イ　繋松苑短期入所生活介護事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。                                 
　　　　　　建物　盛岡市繋字猿田1番地37　　鉄骨造陸屋根4階建　　 678,539,713円 
　　　　　　土地　盛岡市繋字猿田1番37　他1筆　　　　　　　　　　　65,920,890円 
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　744,460,603円 
担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   
　　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）　　　　　 135,635,151円 
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 135,635,151円

計算書類に対する注記（介護老人福祉施設繋松苑拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
65,920,890
678,539,713
744,460,603

65,920,890
708,584,372
774,505,262

0
2,497,000
2,497,000

0
32,541,659
32,541,659合計

1 / 2 ページ



別紙２
計算書類に対する注記（介護老人福祉施設繋松苑拠点区分用）

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら
かにするために必要な事項

該当なし

当期末残高取得価額

車輌運搬具

基本財産
建物

小計
その他の固定資産

1,380,390

572,421,473
572,421,473

678,539,713
678,539,713

1,250,961,186
1,250,961,186

1,380,389
46,229,653
20,027,282
67,637,324

減価償却累計額

4,399,809
19,329,118
23,728,928
702,268,641

1
器具及び備品
有形リース資産

小計
合計 640,058,797

50,629,462
39,356,400
91,366,252

1,342,327,438

合計 72,747,627
事業未収金

徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
72,747,627 0

0
72,747,627
72,747,627

債権額
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別紙２

 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　 ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
(2)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産　－　定額法
　 ・無形固定資産　－　残存価額を零とする定額法
   ・リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　　　　リース料総額が300万円以下又はリース期間が１年以内のファイナンスリース取引について
　　　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じている。
(3)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　－　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積もって計
　　上する。

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)松実会複合型福祉施設拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))
　ア　法人本部
　イ　小規模多機能型居宅介護事業所おはな
　ウ　住宅型有料老人ホームピースフル滝沢
　エ　松実会指定訪問介護事業
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))
　ア　法人本部
　イ　小規模多機能型居宅介護事業所おはな
　ウ　住宅型有料老人ホームピースフル滝沢
　エ　松実会指定訪問介護事業

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

40,238,100
201,787,236
3,000,000

245,025,3360

0
15,012,978

0
15,012,978合計

216,800,214
3,000,000

260,038,314

計算書類に対する注記（松実会複合型福祉施設拠点区分用）

基本財産の種類
土地
建物
定期預金

0
0
0

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
40,238,100
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別紙２
計算書類に対する注記（松実会複合型福祉施設拠点区分用）

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら
かにするために必要な事項

当法人で運営していた『松実会指定訪問介護事業』は、令和8年1月31日をもってサービス提供を
終了し、令和8年3月31日に事業を廃止した。

15,649,151合計

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
15,649,151
15,649,151

0
0

778,904
2,090,658

203,877,894

事業未収金 15,649,151

有形リース資産
小計
合計

1,311,752

128,208,504
128,208,504

4,717,083
7,099,218
9,499,740
21,316,043
351,311,783

5,787,466
8,720,836
19,225,385
147,433,889

減価償却累計額 当期末残高

329,995,740

4,717,085

201,787,236
201,787,236

2

基本財産
建物

小計
その他の固定資産

取得価額

車輌運搬具
器具及び備品

329,995,740
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別紙２

 1. 重要な会計方針
(1)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産－定額法

 2. 重要な会計方針の変更
該当なし

 3. 採用する退職給付制度
該当なし

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)不動産賃貸業拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら
かにするために必要な事項

該当なし

12,873,604
4

計算書類に対する注記（不動産賃貸業拠点区分用）

その他の固定資産
建物
構築物

16,774,106
11,422,786

12,873,608
12,873,608合計

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

29,647,710
11,422,790
41,070,500
41,070,500

小計 28,196,892
28,196,892
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